予算要求資料
平成30年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　　項：林業費　　目：林業振興費
	事業名　新　森林総合教育センター整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　林政部　森林文化アカデミー　総務課　管理調整係　電話番号：0575-35-2525（内203）

　　　　　　　E-mail： c21907@pref.gifu.lg.jp
１　事業費 　 10,404千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	10,404
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,404

	決定額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨
・100年先の森林づくりを見据え、森林に対して責任ある行動ができる人づくりを目指し、幼児から大人まで幅広い世代が自然を理解し活用することを浸透させるための実践教育を通じて、日本の森林教育のリーダー的人材の育成が必要である。
・また、幼児から大人まで全年齢層をカバーした体系的な森林環境プログラムが必要である
・本格的な学びの場となる森林総合教育センターを中心に、責任ある行動ができる人づくりを目指し、全県に広がる森林空間での教育の推進を図る

（２）事業内容
森林総合教育センターで実施する森林教育プログラムを開発するとともに、センターハウス建設に伴う設計等を実施する。
【森林教育プログラムの開発費】　 1,000千円（県費）
　　有識者によるプログラム検討会の開催費など

【センターハウス設計費】　6,649千円（県費）

　　センターハウス建設に伴う設計・監修費など
【ロッテンブルグ大学との連携セミナー】　2,755千円（県費）

　　森林環境先進国であるドイツから講師を招き森林環境教育実践者のスキルアップセミナー等を実施予定
（３）県負担・補助率の考え方
　　　森林文化アカデミーの運営にかかる附帯教育事業であるため、県において全額負担することが妥当
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	884
	検討委員会、ワーキンググループ報償費、講師謝金

	旅費
	2,157
	委員等費用弁償、調査旅費、打合せ旅費

	需用費
	178
	消耗品費129、会議費49

	役務費
	10
	通信運搬費

	業務委託料
	3,820
	設計監修委託、セミナー通訳委託

	工事委託料
	3,149
	実施設計委託

	使用料
	206
	セミナー会場借上料、ETC使用料

	　　計
	10,404
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　第三期岐阜県森林づくり基本計画（平成29～33年度）

　　　第７章　施策展開の全体像

　　　３　人づくり及び仕組みづくりの推進

　　　　(１)木育・森林環境教育の推進
（２）国・他県の状況

　　　県として、１日から複数年まで様々なスタイルで学ぶことができる森林総合教育センターは全国初。
（３）後年度の財政負担
　　　森林・林業分野の教育・研修を行う中核機関として県民に認知されてきており、その役割は林業界の人材育成を通じた健全な森林の造成、県民の生活環境の維持増進に及ぶなど、引き続き県の関与が強く求められる分野である。
　　　このため、今後も県費による事業を実施する。
（４）事業主体及びその妥当性
事業主体：県

　　　森林文化アカデミーの運営にかかる附帯教育事業であるため、県が事業主体であることが妥当

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	幼児から大人まで幅広い世代が自然を理解し、活用することを浸透させるための実践教育・研究施設を設立し、100年先の森づくりを見据え森林に対して責任ある行動ができる人づくり及び森林教育のリーダー的人材の育成・輩出につなげる。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	「森林教育」は幼児から大人までを対象としており、また性質上、目標は数値ではなく質としてあらわされるものであることから、短期的な目標や数値化できる目標を設定することは馴染まない。



（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○

	将来の森林技術者、県産材の消費者を生み出すためには、森づくりの機運を醸成する森林教育指導者の育成や幼児から大人まで全年齢層をカバーした森林教育をフィールドを舞台に展開することが必要である。その拠点として、専門的知識を有するアカデミー内に設立する森林総合教育センターが、森林教育のリーダー的人材を育成することは妥当である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	今後は本格的な指導者の育成により、森林総合教育センターを中心とした全県に広がる森林空間での教育の推進が必要。



（次年度の方向性）
	森林総合教育センターを設立して、センターハウスの建設を行うとともに開発した研修プログラムによるプレ実施を行い、再来年度のセンター開所に結び付けていく。



